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留置業務、被害者対策等に従事する警察職員に対しては、各級警察学校における専門教育や

警察本部、警察署等の職場における研修会等のあらゆる機会をとらえ、被疑者、被留置者、

被害者等の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知識・技能等を修得させるた

めの教育を行っている。 
                                                                                 
（ｃ）裁判官 
２８．裁判所においては、第４回報告に対する規約人権委員会の最終見解（以下「最終見解」

という。）の趣旨を踏まえ、最終見解や規約人権委員会の一般的性格を有する意見を裁判官

に提供する措置がとられていると承知している。 
 
２９．また、裁判官が職務経験年数に応じて義務として受講する研修の場において、国際人

権規約、国際人権や外国人の人権等をテーマとした講義が行われ、最終見解や一般的な性格

を有する意見についても言及されている。また、判事補任官直後の研修においても、上記の

ような国際人権をテーマとした講義が設けられるなど、その充実が図られていると承知して

いる。 
 
３０．なお、裁判官、検察官及び弁護士になるいずれの者も、司法研修所において司法修習

を受けた後、法曹資格を取得するが、この修習期間中には、国際人権規約や規約人権委員会

に関するカリキュラムが組み込まれていると承知している。 
 
（ｄ）検察官 
３１．検察官に対しては、基本的人権を尊重した検察活動を徹底するため、任官後、数次に

わたる各種研修において、人権に関する諸条約における人権保障の内容を含め、各種人権課

題等をテーマとした講義を実施しているほか、日常の業務においても、上司による指導を通

じ、人権尊重に関する理解の増進に努めている。 
 
（ｅ）矯正職員 
３２．矯正職員に対しては、矯正研修所及び同支所における各種研修プログラムにおいて、

被収容者の人権の尊重を図る観点から、憲法及び人権に関する諸条約を踏まえた被収容者の

人権に関する研修を実施しており、その趣旨及び内容について周知し、実務との関連性の理

解を深めるための講義を実施してきている。 
 
３３．加えて、名古屋刑務所刑務官合計８名が革手錠（革製のバンドに、両手首を固定する

円筒型の革の腕輪が付いている構造の手錠）等を用いた暴行により、受刑者１名に重傷を負

わせ、受刑者２名を死亡させたとして、２００２年１１月から２００３年３月にかけて特別

公務員暴行陵虐致死傷罪により公判請求（うち１名については、第１審で有罪判決が言い渡



され、残り７名については、公判係属中である。）されたことの重大性にかんがみ、新たな

人権教育として、本規約を含む人権関係諸条約等を踏まえ、人権に配慮した職務執行につい

て実務に即して学ぶ研修を実施しているほか、社会心理学の立場から矯正施設の人権問題を

考える科目を導入するなど、人権教育の内容充実と受講機会の拡大を図り、矯正職員が被収

容者に対する処遇業務を適正に遂行する上で必要な人権教育の更なる充実強化に努めてい

る。 
 
（ｆ）入管職員 
３４．入管職員に対しては、各種職員研修において、外国人の人権に関する研修を実施して

おり、この中で、本規約を含む人権関係諸条約等について講義を行い、人権に対する意識の

一層の向上を図っている。 
                                                                                 
（５）ＮＧＯとの対話、本規約に関する広報  
（ａ）ＮＧＯとの対話  
３５．政府は、「最終見解」に関し、ＮＧＯ等との対話を随時実施している。また、今回の

報告作成にあたっては、外務省のホームページ上で報告作成に関する意見募集を行い、広く

一般より意見を聴取した。さらには、ＮＧＯの意見を聴くためのヒアリングを開催し、ＮＧ

Ｏとの間で意見交換を行った。我が国では、人権の尊重の促進に向けた民間レベルでの活動

が活発に行われている。また、ＮＧＯが政府の関係部局に対し、施策の提案を行ったり、現

行施策に対する要望等を提出することが頻繁に行われており、政府としても、これらの要望

等も踏まえ、施策の策定に当たっているところである。このようなＮＧＯの活動は、本規約

の効果的な実施に資するものであり、極めて重要であるので、本規約の趣旨に沿った人権の

一層の擁護に向け、今後とも引き続きＮＧＯと協力してく考えである。 
 
（ｂ）本規約に関する広報 
３６．第４回報告及び「最終見解」については、関係省庁間でその意義を共有し、最高裁判

所、衆議院及び参議院事務局、地方自治体並びに要望のあった国会議員、民間団体及び個人

に対し、その和文仮訳とともに配布した。また、これらは、その和文仮訳とともに、外務省

ホームページに掲載し、報道関係者を含め国民等から要望に応じて随時配布している。 
                                                                                



がないと認めるときは、面会の立会を省略することができることとし、また、設備の整って

いる一部の収容施設においては、一定の時間帯において被収容者が職員の立会なしに自由に

電話を使用できることとするなど、被収容者の人権により一層配慮している。 
 
１７０．この他にも、収容施設の職員に対する監督指導の徹底、警備処遇に携わる入国警備

官に対する法令研修及び実務に即した警備処遇研修の実施により、被収容者の処遇の適正、

公正を期している。 
 
１７１．女子被収容者に対する配慮も行っている。女子被収容者専用の収容区域を設置して

いる入国者収容所及び東京入国管理局においては、女子被収容者の処遇はすべて女子入国警

備官が行っている。その他の地方入国管理局等においては、身体検査、衣類の検査及び入浴

の立会いは女子入国警備官が行っており、また、女子入国警備官が不在のときには、局長が

指名した入国警備官以外の女子職員が行い、その他の処遇についても、できるだけ女子入国

警備官に行わせるようにしている。 
                                                                                 
４．人身保護法 
１７２．人身保護制度は、現に不当に奪われている人身の自由を迅速かつ容易に回復するこ

とを目的とする、非常に例外的な救済方法であると位置付けられており、そのような制度理

念に基づいて救済請求の要件を定めた人身保護法第２条について、その意義を明らかにした

ものが、人身保護規則（１９４８年最高裁判所規則第２２号）第４条である。 
 
１７３．第４回報告に対する最終見解については最高裁判所にも配付しているところ、最高

裁判所においては、「最終見解」の第２４段落において示された人身保護規則第４条の規定

の廃止等の要否について、このような人身保護法の趣旨に従い、また、人身の自由を保護す

る他の制度との関連を踏まえつつ、今後とも慎重に検討がなされるものと承知している。 
 
第１０条：被拘禁者等の処遇 
１．法的枠組 
１７４．第４回報告以降、現行の法制度を維持しており、従前どおりの枠組みで運用してい

る。 
 
１７５．海外において刑に服している邦人受刑者及び我が国において刑に服している外国人

受刑者に母国において刑に服す機会を与えることによって、これら受刑者の社会復帰の促進

に寄与するとともに、我が国司法制度のよりよい運営を実現し、刑事分野における国際協力

の発展に貢献するとの見地から、２００３年２月、我が国は、刑を言い渡された者の移送に

関する条約を締結し、また、同年６月の同条約発効と同時に、国際受刑者移送法が施行され


